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新経連から政府へ、６つのブロックチェーン提言
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各国政府において、BCを導入する明確な目的意識のもと、産業政策としてのスタートアップ企業の育成や
金融取引の促進、社会基盤のDXを前提としたスマート政府化の動きが加速。
日本政府も、BCに対するビジョンやスタンスを国家戦略として打ち出し、政策的な仕組みを整備すべき。

１．ブロックチェーンを国家戦略に。

３．世界一 デジタルフレンドリーな法整備

４．NFTに関する事業環境の整備

５．STO・ICOに関する会計基準の整備

６．税制改正

２．ブロックチェーン官民協議会の設置

「紙面・対面・中央集権」を前提としたレガシーな法制度によって、BCの技術中立性が担保されない事態
が生じている。BCを活用するうえで障壁となりうる諸論点に対して、デジタル対応を徹底すべき。

2021年度の政府方針や自民党議連からの提言の実現に向けて、デジタル庁、金融庁、法務省などの関係
省庁がそろう形で、官のイニシアチブのもと、官民協議の場を設置すべき。

NFTが表章する価値や権利について、法制度上の扱いを整理し、ユースケースや生じうるリスクを類型化
の上、関連規制への該当性をガイドラインなどで明示すべき。
NFT一元的な相談窓口を設置し、事業者の挑戦を許容する政策スタンスのもと、事業環境を整備すべき。

国際的には、BC企業への投資・資金調達が過去最高の潮流。日本の上場企業によるトークン発行や、BCス
タートアップの資金調達に支障が生じないよう、会計基準を整備すべき。

対個人：①総合課税から申告分離課税への変更、②損益通算や損失の繰越控除を可能に
対法人：法人が期末に所有する仮想通貨に関わる未実現利益（損失）についても課税対象

とされている点、見直しを行うこと



1．現状認識

 2021年度の政府方針

①：成長戦略実行計画、成長戦略フォローアップ

②：デジタル社会の実現に向けた重点計画

 自民党議員連盟による提言書（2021年5月）

 ブロックチェーンがもたらす経済効果

 日本におけるブロックチェーンの普及阻害要因
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１.（６）ブロックチェーン等の新しいデジタル技術の活用

成長戦略実行計画に基づき、具体的施策を講ずる。

２.（１）ⅲ）分野別の課題と対応 （ライフスタイル関連産業）

• J-クレジット制度における申請手続の電子化、モニタリングやクレジット認証手続の簡素化・自動化を図るとともに、

ブロックチェーンを活用した取引市場創出を検討し、最速で 2022 年度からの運用開始を目指す。

12.（９）フィンテック／金融

• 中央銀行デジタル通貨（CBDC）については、日本銀行において現在実施している基本機能に関する概念実証に続いて

2022 年度中までに周辺機能に関する概念実証を行うなど、引き続き各国と連携しつつ検討を行う。

• 金融機関、スタートアップを含むテクノロジー企業等の動向の情報収集や、ブロックチェーン技術に関する国際ネット

ワーク（Blockchain Governance Initiative Network：BGIN）の活動への積極的貢献を通じ、金融におけるデジタ

ル・イノベーションを推進する。

2021年度の政府方針①

６．ブロックチェーン等の新しいデジタル技術の活用

サプライチェーンの効率化や官民の様々なサービス間でのID（本人確認）連携など、ブロックチェーン等の

新しいデジタル技術の活用方策の検討を行う。

また、非代替性トークン（NFT）やセキュリティトークンに関する事業環境の整備を行う。
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成長戦略実行計画（2021年6月18日）

成長戦略フォローアップ（2021年6月18日）

※関連部分を抜粋、以下同じ



2021年度の政府方針②
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（2021年6月18日）

③ データの耐改ざん性が高く証跡の確保に優れた技術

ブロックチェーン及び分散台帳技術は、データに関する耐改ざん性が高く透明性が確保されたシステムを

分散システムとして実現する技術である。これを利用することで、取引上の仲介が不要となり、サービスに

おける取引コストの削減が図られる等の利点がある。このため、暗号資産（仮想通貨）の取引管理等では既

にその技術が広く活用されているほか、身分証明等の真正性確認や、サプライチェーン管理や電力取引、環

境価値取引といった商取引など、様々な分野での商用化、実証及び検討が国内外で進められている。

我が国においては、引き続き国内外のグループにおける先進的な取組や民間主導の活動を積極的に情報収

集し、高い信頼性が求められる公共性の高い分野に導入されるシステムの技術面や運用面の課題及びその解

決の方向性等に関して、更なる検討を行う。

また、データの存在証明を行うタイムスタンプについて、包括的データ戦略に基づき、トラストを担保す

る基盤の一つとして、社会実装を進める。



自民党議員連盟による提言書

1. 「ブロックチェーンを国家戦略に。」をキャッチフレーズとした国内外への積極的なプロモーションの

実施

2. 政府のBC政策を一元的に担うBC担当官の設置

3. BCに関する政府間の政策対話実施

4. 政府・自治体システムにおけるBCの利用推奨および、それらを通じた技術開発促進

5. 政府・自治体が特定地域・テーマでBC普及の旗振り役を担うBC特区の積極的な支援（2022年度中）

6. 政府や自治体が保有するIDと民間IDとの接続プラットフォーム（ワンストップ・ワンスオンリー実現

化プラットフォーム）としてのBC

7. BCの有用性が期待できる個別テーマ

①BC利活用の促進（サプライチェーン、株主総会）

②事業環境の整備（NFT、セキュリティトークン、ステーブルコイン）

③暗号資産に関する規制および税制の改正
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2021年5月13日、自民党ブロックチェーン議員連盟（会長：木原誠二衆議員）より、

「ブロックチェーンを国家戦略に。」をキャッチフレーズとした提言が提出



ブロックチェーンがもたらす経済効果

 2030年までに、BCには全世界で＋1.76兆ドルのGDP押上げ効果（全世界GDPの1.4％）が

期待されている

 日本でも＋72.3億ドルのGDP（約7,720億円※）、61.7万人の雇用押上げ効果があると予測

※2020年平均レート106.78/ドルにて計算

出典：pwc ”Time for trust” 2020年10月

（GDP増加額ランキング）

① 中国：440.4億ドル

② アメリカ：407.2億ドル

③ ドイツ：95.3億ドル

④ 日本：72.3億ドル

トレーサビリティ：30.6億ドル
金融サービス・決済：22億ドル
ID・認証：9.1億ドル
契約・紛争解決：6.4億ドル
顧客エンゲージメント：3.8億ドル

⑤ イギリス： 72.2億ドル

【GDP(上段)と雇用(下段)の押上げ効果：2030年まで】

内
訳
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日本におけるブロックチェーンの普及阻害要因

 海外と比較した、日本におけるBCの普及阻害要因は以下の通り

 行政によるBC活用の促進、ICT投資の拡充、BC導入の前提となる社会のDX化などを、官民

連携して早急に進める必要

出典：第4回ブロックチェーン官民推進会合 経産省提出資料より当連盟作成

経済（Economical）政治（Political）

社会（Social） 技術（Technological）

• 海外と比較して、日本の行政によるBCへの取組
は進んでいない

• 例えばアメリカは、州単位でBCを用いたユース
ケース等に適合する法改正を実施

• 中国は、行政サービスのワンストップ化をBCで
実現

• 海外と比較して、ICT投資額の伸びが低い
• アメリカや中国では、BATやIBMなどのビッグ

プレイヤーが率先してBCに投資。実証実験によ
る検証プロセスを高速で回転

• 全体に社会のトラストが高い
• 種々の情報に関して真正性を保証する必要性が

他国と比較して低い

• レガシーシステムとアナログ（紙）の運用で社
会が成立してしまっており、他国と比較して
DX化が進んでいない

• BCの導入はデータを扱うことが前提であるた
め、DX化が促進されていなければBCの導入も
促進されない

※ 各国政府の取組みは、P.23～に詳述
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【日本における普及阻害要因：PEST分析】



２．政府への提言

 提言１ ブロックチェーンを国家戦略に。

参 考 海外政府のBC戦略の背景別整理

 提言２ ブロックチェーン官民協議会の設置

 提言３ 世界一 デジタルフレンドリーな法整備

論点１ 有価証券のデジタル化（包括的な要件整理）

論点２ STOに向けた徹底的なデジタル対応

論点３ 電磁的記録や電子署名法への該当性

 提言４ NFTに関する事業環境の整備

参 考 NFTの法的性質

 提言５ STO・ICOに関する会計基準の整備

参 考 会計基準の検討状況

 提言６ 個人・法人に対する税制改正
9
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 各国政府において、BCを導入する明確な目的意識のもと、産業政策としてのスタートアッ

プ企業の育成や金融取引の促進、社会基盤のDXを前提としたスマート政府化の動きが加速

 日本政府も、BCに対するビジョンやスタンスを国家戦略として打ち出し、産業育成と経済

活性化の観点から、政策的な仕組みを早急に整備すべき
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 政府一元的な担当官の設置（法整備の旗振りなど）
 必要な法改正、制度整備

提言１：ブロックチェーンを国家戦略に。

ブロックチェーン
国家戦略

ビジョン

 日本がBC活用で得たいもの、目指す社会ビジョン

 スタートアップ立国やトークンエコノミーを重視するのか？
（フランス・スイス・リヒテンシュタイン型）

 強い政府のもと、社会基盤の実装を重視するのか？
（中国・インド型）

 ロードマップ
 重点分野の指定（例：サプライチェーン、株主総会、NFT）

法律・制度整備

政策的な仕組づくり  BC特区、規制のサンドボックス制度
 予算措置など

【国家戦略に基づく推進体制のイメージ】
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企業活動促進→BC法的根拠実装

（当連盟作成。中国・韓国など( )内より前に前身のBC戦略を表明している場合もある。各国戦略の詳細はP.25～）

産業政策社会基盤整備

政府権限の強さ 【BC産業投資育成】【高生産性追求】 【スタートアップ企業育成】
【金融取引促進】

中国（2021）
国家主導のBC技術推進・重点
企業育成・法整備・BC基盤
サービスの公共インフラ化

インド（2021）
産官学連携CoEのもと、国家レ
ベルのBC実装API活用を目指す

UAE（2018）
明確なBCロードマップのもと、
ドバイ事例をUAEに横展開

韓国（2020）
早期の国家的ICT基盤整備・金
融分野のBC導入開始後、官民
両分野で普及に向けた技術投資

エストニア
90年代から電子国家化・少な
い労働力をDX化により賄う

シンガポール
国家主導でDX人材育成・BC産
官学エコシステムの醸成

フランス
マクロン大統領スタートアップ
立国宣言・ICO開発促進法整備

スイス（2018）
BC企業戦略的誘致(クリプトバ
レー)・デジタル証券取引所と
関連金融取引法を整備

リヒテンシュタイン
政府の金融市場戦略の重要な要
素としてトークンエコノミー活
性化の法整備

参考：海外政府のBC戦略の背景別整理

その他、国家戦略ペーパーを発表している国

ドイツ（2021） オーストラリア
(2020)

台湾（2020） ナイジェリア
(2020・草案）

■方向性が明確な国家を中心に、BC戦略成立の背景別に大別。(  )内はBC国家戦略発表年

ロードマップの策定、有用性が期待できる分野の調査や、行政におけるBCの利用推奨、新しい産業としての重点分野の
指定、これに向けた予算措置を含む環境整備などについて明記

ドバイ（2016）
世界のBC都市を謳い、BC起業
誘致・主要セクターのBC実
装・仮想通貨取引企業非課税

社会基盤のDX前提→スマート政府化とBC技術実装

強い政府権限のもと、社会基盤整備・
産業育成政策を並行して実施



提言２：ブロックチェーン官民協議会の設置
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 Society 5.0社会では、投資や価値貯蔵手段としてのトークンから、産業の垣根を越えてコ

ミュニティ形成をもたらすトークンエコノミーとしての捉え方が一層重要

 デジタル庁が司令塔となり、政府のBC政策を一元的に担う担当官を設置し、金融庁、法務

省をはじめ関係省庁がそろう形で、官民協議会を設置すべき

 サプライチェーンの効率化や官民サービス間のID連携、NFTやセキュリティトークンに関

する事業環境の整備など、官のイニシアチブのもと、金融・非金融の両面から推進すべき

• 新経連は、内閣官房IT総合戦略室と共催で、2020年9月より「BC官民推進
会合」を開催（全５回）

• 分散型IDやトレーサビリティなど、主に非金融分野を議論

• 構成員及びオブザーバーは、業界団体や中央省庁（経産省/総務省/農水省/
金融庁）、地方公共団体など

• 新経連のHPにて、報告書を掲載

• 今後は、BC活用の重要な部分を占める金融分野や、NFTなど横断的な領域
についても議論が必要

• 2021年度の政府方針でも、金融・非金融両面の活用が示されている

• デジタル庁の強いリーダーシップを期待



提言３：世界一 デジタルフレンドリーな法整備
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ブロックチェーンの登場は、

 １事業主体への信頼に基づく「中央集権モデル」のみによりシステムを構築しなければなら

ないという前提を解放

 社会に対して、信頼できる複数主体が協調してシステムを運用、またはゼロトラストでシス

テムを機能させる「分散モデル」というシステム構築の選択肢を提供

一方、既存の法制度は、

 BC以前の時代の「中央集権」「紙面」「対面」をベースに作られている

 本来的に実現されるべき信頼性担保のシステム要件について、既存の法律は中央集権モデル

を前提として定めている。そのため、当該信頼性担保がBCで可能な場合であっても、既存

の法律をBCに適用することは基本的には許容されていない。

例：電子記録債権法 →管理責任主体として中央集権的な「指定電子債権記録機関」を想定

本来あるべき「法令の技術中立性」が担保されていない事態が発生

BCサービスの社会実装をはじめ、デジタル立国に向けた障壁に



論点１：有価証券のデジタル化（包括的な要件整理）
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• STOについては、次項参照
• 金商法のみならず商法上の有価証券（船荷証券、倉荷証券など）についても、デジタル化のための要件を整備すべき。

なお、船荷証券の電子化は、法務省にて研究会開催中（2021年4月～）。2022年3月以降に法制審議会へ諮問見通し。

 紙面の有価証券のデジタル化について、現在は個別法の改正で対応している状況※

 将来的には、書面を前提とした有価証券の規律をデジタルな有価証券にも適用するための

要件を整理し、当該要件を満たす有価証券については、書面発行の場合と同等の効果があ

るものと規律できないか、検討を開始してはどうか

【 参考例① 】

UNCITRAL（国連国際商取引法委員会）による「電子的転
送可能記録のためのモデル法」2017.7

 技術中立性の観点から、クライアントサーバーモデル
のみならず、BCなど分散型モデルも可能と明言

※

【 参考例② 】

各国主要中央銀行グループによる報告書 ：右記参照
「中央銀行デジタル通貨：基本的な原則と特性」2020.10

 公共政策上の目的を支えるCBDCの基本的特性について、
機能面とシステム面、制度面から明示

 設計面での技術上の選択肢とトレードオフについても各
国の状況によって決定し、今後も協調して検討とした

「中央銀行デジタル通貨：基本的な原則と特性」より

システム面の特性
⇒ 安全性、即時性、強靭性、利用可能性、処理性能、拡張性、
相互運用性、柔軟性および適応性（について各々言及）

ガバナンス
⇒ システムは、運営者、参加者、その他のサービス提供者や利
害関係者の役割や責任を規定する規則のほか、ガバナンス上の仕
組みも検討する必要

例）システムの要素の変更にかかる中央銀行の裁量の明確化、
データの共有やプライバシーの保護がどのように構築されるか、
相互運用性に関する仕組みの設定

プライバシーの保護と規制遵守
⇒ 情報の秘匿と開示の求めに遵守できるように構築。暗号技術
に運用面・制度面の仕組みを組み合わせることで、これらを両立
し、プライバシーが十分に保護されているという満足をユーザー
に与えるかもしれない。



論点２：STOに向けた徹底的なデジタル対応
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要望①：少人数私募の要件緩和

要望②：第三者対抗要件の特例措置の恒久化

要望③ 券面不発行の徹底整備

※１：1項有価証券（電子記録移転権利）の私募 ※２：2021年6月金融審議会「市場制度WG」第２次報告を受けた見直し
※３：民法上、債権譲渡の債務者への通知等は「確定日付のある証書」（内容証明郵便等）でなければ第三者対抗要件を満たさないとされてきたが、債権の譲渡の通知

等が認定を受けた事業者によって提供される情報システムを利用してされた場合には、当該システム経由での通知等を確定日付のある証書による通知等とみなす
制度。詳細は主務省令で規定。

※４：いわゆるTMKスキーム。不動産保有者（売主）が資産（保有不動産）を、投資家資金を用いて売却することで資金調達する仕組み。
※５：上場されているJ-REITやETFは、券面不発行で第三者対抗要件を具備可能（社債等振替法）。

• 産業競争力強化法改正による特例措置（2021年8月施行、※3）

• 但し、BCによる電子的な帳簿記録を直接「確定日付ある証書」と位置付けるものではなく、認定事業者のシス
テムが前提

• 積極的な認定を行うとともに、これに基づく将来的な法制化（一般化）を要望

• 振替機関で扱われない特定目的会社(※4)の優先出資証券等のトークン化の場合、第三者対抗要件の具備に券面発
行が必要

• いまだ券面発行が要請される法制度について、社債等と同様に不発行を認めるべき（※5）

• 取得勧誘時の声かけの人数が49名以下である必要
• ウェブやアプリを通じた声かけは容易に50人超となり、事実上適用困難（開示規制が重い公募になる）
• 人数算定方法については緩和される見通し（取得勧誘対象者数の通算期間の短縮※2）だが、将来的には取得者

ベースの要件に改正するべき

民法

関係法令：金商法（※1）

資産流動化法、投信法など

STOの実施にあたり、現行法上ボトルネックとなりうる以下の論点に対して、徹底的にデジタル

対応を行うべき



論点３：電磁的記録や電子署名法への該当性
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※ 法令で民間事業者等に課せられている書面にかわり、電磁的記録による保存等を行うことを容認する法律。

同指針は、内閣官房IT総合戦略室(旧)より公表。

 e-文書法の指針※を参考に、各業法の「電磁的記録」の要件をBCにあてはめた場合の検証

や類型化を行い、Q&Aやガイドラインで明確な指針を提示すべき

 BCを活用した電磁的記録による交付等については、2018年経産省の検討会において「適法

に実施できる可能性が高い」旨、提示されている

各法に規定の「電磁的記録」における、BC活用の適法性

電子署名法における、BC活用の適法性

 現行の電子署名法において、BCを活用した電子署名が適法となる要件や解釈を整理し、

Q&Aなどの形で明確化するべき ※

Q＆Aの過去事例

2020年7月・9月の総務省・法務省・経産省Q＆Aでは、クラウド型の電子署名のうち「利用者の指示に基づ

きサービス提供事業者が電子署名を行うサービス」について、電子署名法上の「電子署名」に該当し（2条）、

２要素認証等の一定の要件を満たす場合は、真正成立の推定効が働く（３条）として明確化

※



提言４：NFTに関する事業環境の整備
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 NFT※の法制度上の位置づけは必ずしも明確でない。NFTが表章する価値や権利について、

民法や著作権法など法制度上の取扱いを整理し、実際のユースケースや生じうるリスクを類

型化したうえで、関連規制への該当性をガイドラインなどで明示するべき

 NFTに関する一元的な相談窓口を設置し、「まずやってみる」という事業者の挑戦を許容す

る政策スタンスのもと、事業環境を整備するべき

「デジタル・分散型金融への対応のあり方等に関する研究会」

2021年7月に発足した金融庁の研究会でも
NFTは検討の対象外

NFTが表章する価値や権利の扱い（民法、著作権法など）

「NFTが表象する価値・権利が何か」「どこで誰と取引される価
値・権利か」「価値・権利の逸失リスクとその際の責任者は誰か」
などを類型化し、リスクベースアプローチで参照すべき規制を明確
化する必要があるか

個別論点として…

◆金融規制該当性（金商法、資金決済法など）
「トレーディングカードやゲーム内アイテム等は決済機能を有して
いないことから基本的には暗号資産に該当しないが、NFTについて
は個別具体的に判断」とされている（2019年9月金融庁パブコメ）

◆賭博該当性（刑法）
NFTサービスの仕組み次第で、ガチャは賭博に該当する可能性があ
るとされる（2021年4月JCBAガイドライン）

（出典：金融庁資料）

【今後議論すべき論点の例】

※BC上で発行された送信権が含まれる代替不可能なトークン。
固有の価値をもつデジタルデータの所有が可能となり、
新たな市場の形成が期待されている。



参考：NFTの法的性質
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賭博罪の要件 (刑法185条、186条） 該当する可能性が高いNFT (ガチャ)

① 偶然の勝敗により 専らプログラムによって獲得するアイテムがランダムに決定され

② 財産上の利益の 当該獲得可能なアイテムが財産的価値を有し

③ 得喪を争うこと ゲーム内通貨等を消費して当該ゲーム内通貨等と価値の異なるアイテム
を獲得するような場合

④ 失われ得る財産上の利益が一時の娯楽に供するものでないこと ー

※ガチャ：ゲーム内通貨等を消費し、ランダムに貴重なアイテムを得られる仕組みのこと

• 2021年4月26日付 JCBA「NFTビジネスに関するガイドライン」を参考に当連盟作成

• 可能性が高いと考えられる見解であり、当ガイドラインによって法的性質が保証されるものでないことに留意が必要

判断のポイント ありの場合

利益分配 有価証券
 NFTの保有により当該発行体等の事業収益の一部が分配される仕組みを有するNFT

 いわゆる集団投資スキーム持分をトークン化したものとして「電子記録移転権利」に該当。金商法

の規制対象となる可能性（発行者への開示規制や、一定の取引関与者への登録規制・行為規制と

いった規制が適用）

決済手段等の
経済的機能

前払式支払手段

暗号資産

為替取引の一部

 個性はあるもののその違いが捨象され、他の商品・サービス等との交換や価値の移動に使われる実

態が存在する場合（or そのような実態が事後に生じるような場合）、決済手段等の経済的機能を有

しているとされる可能性

 非代替性トークンというNFTの性質上、決済手段等の経済的機能を有しているとは言い難い場合が

多いが、直ちに決済手段性が否定されるわけではなく、個別具体的な検討を要する

【各種金融規制との関係】

【刑法との関係】

※上記いずれも満たさない場合は、国内法における金融規制に抵触する可能性の低いNFTとされる



• 海外企業のなかには早くも大型上場の動き

• 決済サービスやステーブルコイン（USDコイン）の米

Circleは、ニューヨーク証券取引所へのSPAC上場を発表

• 合併後の時価総額は45億ドル（約4900億円）の見込み

提言５：STO・ICOに関する会計基準の整備

19

 ICO（資金決済法）やSTO（金商法）による独自トークンの発行・保有等に関する会計基準

が整備されておらず、発行等にかかる監査法人の監査を受けられない状況が生じている

 国際的にはBC企業への投資・資金調達の需要が、過去最高の潮流。日本の上場企業による

トークン発行やBCスタートアップの資金調達に支障が生じないよう、関連する会計基準の

整備を要望

2021年1～6月期のBC企業の調達額（国際）
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出典： 2021/7/8 CB INSIGHTSより当連盟作成

過去最高の146億ドル
（約1.6兆円）に達する見通し



参考：会計基準の検討状況
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【電子記録移転有価証券表示権利等について】

• 電子記録移転有価証券表示権利等の発行及び流通取引が実験的に開始されているが、今後取引が広

まっていくかどうかも現時点では定かではないものと考えられる。

• よって、これまで早期に必要最小限の項目について会計基準の開発を行うこととしてきたが、これま

で識別した論点について、関係者からの意見を募集するために、論点整理を公表することとする。

2021年5月31日付 第 458 回 企業会計基準委員会（ASBJ）より

出典：ASBJ「実務対応 金融商品取引法上の『電子記録移転権利』又は資金決済法上の『暗号資産』に該当するICO トークンの発行・保有等に係る会計上の取扱いについて」

【暗号資産に該当する ICO トークンの発行及び保有の会計処理】

国内において ICO トークンの発行は最近行われておらず、暗号資産に該当する ICO トークンの発行及び

保有の会計処理については、2020 年 4 月に議論したとおり、以下の進め方が考えられる。

• 会計基準の開発を進めることの必要性を確認する意味も含め、論点整理を公表する。

• 論点整理では会計上の論点7の分析を示したうえで、当該論点の分析及び基準開発の必要性について、

関係者からの意見を募集する。

※ 国際的な検討状況

① 暗号資産に関する IFRS 基準上の取扱いを分析する、EFRAG ディスカッション・ペーパー「暗号資産

（負債）の会計処理」の公表

② IASB 第 3 次アジェンダ・コンサルテーション（21 年 3 月 30 日）の潜在プロジェクトに含まれる



提言６：税制改正（個人）
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金融所得課税の一体化に関する議論を踏まえ、暗号資産等の取引に関しても、所得税

の課税のあり方について早急に検討すること

① 総合課税から申告分離課税への変更（税率は株やFXと同様とする）

② 損益通算や損失の繰越控除を可能とする

（会員企業の声）

• 現状の税制では、利益が出る相場になるほど「税金がかかるので気を付けてください」という注意喚起

を顧客にせざる得ない。これでは企業として努力の方向性が違う。

• ビットコインが初の投資経験という20代の顧客も多い。分離課税と言われて落胆する客も多く、初めて

の投資経験が嫌な体験になっている。投資家マインドを醸成する意味でマイナス。

• 暗号資産とFXでは、広がるのにかかった年数も違う。FXの税制改正にかかった年数がかかっていては実

態とますます乖離していく。政府にはスピード感をもって取り組んでほしい。



提言６：税制改正（法人）
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 法人が期末に所有する仮想通貨に関わる未実現利益（損失）についても課税対象と

されている点、税制改正を要望

 現状は、値上がり益を目的とせずにトークンを保有する場合（ガバナンストークン

※）も一律に課税対象。これにより、日本発の有望なスタートアップが税金を支払

うことが困難となり、海外へ移転する事態も生じている

 我が国の税制が、新産業における健全な市場形成と企業の国際競争の障壁とならな

いよう、見直しを行うべき

※ ガバナンストークンとは

• ネットワーク運用や開発など分散型プロトコルの運営方針について、ユーザーをはじめとする関係者

が投票するためのトークン

• パブリックBCへ接続するための投票権獲得の目的でトークンを保有する場合などがあり、昨今注目さ

れている



３．海外政府の事例

 海外政府のブロックチェーン戦略

 法整備の事例

アメリカ(39)、中国(40)、フランス(41)、スイス(42)、リヒテンシュタイン(43)

 コロナ対策への活用事例

アメリカ(44)、シンガポール(45)、韓国(46)
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()内はページ番号

総括(24)、中国(25)、韓国(26)、台湾(27)、インド(28)、オーストラリア(29)

エストニア(30)、ドイツ(31)、スイス(32)、ドバイ(33)、UAE(34)

ナイジェリア(35)、スウェーデン(36)、イギリス(37)、シンガポール(38)



OECD(経済協力開発機構) 2020年に各国政府や欧州委員会、企業をメンバーとする政策諮問組織(BEPAB)設立。政策原則の国際的な枠組みを議論

アメリカ 州法レベルでは複数のBC関連法施行、2021年BC調査を商務省・FTCが行う「BCイノベーション法」が下院で可決

中国 2019年に国家主席がBC国家戦略発表、BC基盤ネットワーク公共インフラを提供、2021年に2025年までのBCロードマップを発表

ドイツ 2019年にBC戦略を発表、2021年末までにデジタル行政サービス、証券、卒業証明書などの分野で取り組みを進めることを明言

イギリス 2016年に政府がBCの可能性を纏めた資料を発表後、政府機関にて食品サプライチェーン管理・不動産取引分野などの実証実験

インド 2021年にNational Blockchain APIを用いて、金融・医療・行政サービスなどで実装を進めるBC国家戦略を発表

フランス 2019年ICOの発行企業に金融市場規制当局がライセンスを付与し、出資者の利益保護を整備する内容を含む「PACTE 法」が施行

韓国 ソウル・釜山で先行してBC取り組みを開始。2020年に投票・金融・不動産など7つの分野で推進するBC技術普及戦略を発表

オーストラリア 2020年にBC国家戦略の2020-2025年のロードマップを発表。WG設立や他国との実証実験などの実施目標を設定

スイス 2018年クリプト国家を目指すことを宣言し、2021年に分散型台帳技術(DLT)関連法が施行、SIXデジタル証券取引所がオープン

台湾 2020年スマート政府構築のマスタープランの中で、データ転送インフラストラクチャT-RoadにBCを実装することを発表

スウェーデン 2017年よりBC技術を活用した土地登記・住宅ローン証書のサービスが、土地登記所(国土調査庁)にて開始

ナイジェリア 2020年にBC国家戦略を発表、行政サービスへのBC技術の実装、デジタル経済への変革を通じた雇用の創出などを目指す

アラブ首長国連邦 2018年にUAEのBC戦略を発表、ドバイのプロトケースを域内に広め、UAEパスと連携し法務省の認証サービスのBC実装を目指す

ドバイ 2016年に最初にBC国家戦略を発表、BC裁判所、BCパスポート、BCベースの車両管理システム等多くの実証実験を実施

シンガポール 2019年よりBC技術を用いた教育機関にて、デジタル証書サービスを開始。BC決済システムの研究開発・人材育成にも注力

エストニア 1990年代より電子国家として機能。2012年からほぼすべての行政サービスに、KSI(キーレス署名基盤) BC技術を実装

リヒテンシュタイン 2021年トークンエコノミーにおける権利実態を明確にする「トークンおよびTTサービスプロバイダー法」が施行

海外政府のBC戦略、法整備、行政への活用（総括）

（当連盟作成。表はGDP順。アメリカ・フランス・リヒテンシュタインは、法整備の事例。スウェーデン・イギリス・シンガポールは、国家戦略策定に向けた調査研究や行政分野への活用の実証段階。） 24



 2019年10月、習近平国家主席がBCを国家戦略として推進することや投資の加速を明言
 2020年4月、政府機関の中国国家情報センター及び複数の企業を主体とするBSN開発協会により

Blockchain-based Service Network（BSN）をローンチ、公共インフラとして提供。中央銀行デジタル通
貨（CBDC）の開発にも活用

 2021年5月、BCの普及に向けたロードマップを発表
 2021年7月、中央人民銀行は「中国デジタル人民元の研究開発進展白書」を発表。2014年からの開発進捗

を説明しており、2022年の北京五輪にてCBDCを導入する見通し
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中 国

(https://www.miit.gov.cn/jgsj/xxjsfzs/wjfb/art/2021/art_aac4af
17ec1f4d9fadd5051015e3f42d.html)

2021年5月策定のロードマップ
『中華人民共和国工業情報化部 サイバースペース管理局 BCテクノロジーと産業開

発の適用を加速するための指導的意見』より一部抜粋

■開発目標

• 2025年までにBC産業を世界トップレベルにし、国際競争力を持つ重点企業を3-5社、
さらに「イノベーションリーダー企業」を育成し、3-5社からなるBC産業クラス
ターを作る。

• 地元政府へのスタートアップ企業への税制優遇・プロ人材集団を育成するための資
金的援助を依頼。

• 規制のサンドボックスとして、BC開発パイロットゾーンを設定するよう地域に奨励。
• 2030年にはBCの産業規模がさらに拡大し、製造業を強化し、デジタル経済を発展

させ、国家統治システムと統治能力の近代化実現の重要なサポートとなる。

■重点施策

• 「アプリケーションの統合」「サプライチェーンマネジメント」「製品のトレーサ
ビリティ」「データの共有」による実体経済の強化を目指す。

• 公共事業にBCを導入し、スマートシティにBCを応用することや、預金・不動産登
録・行政手続きサービス、デジタル著作権に活用する。

• BCのグローバル標準化活動と国際標準の策定に積極的に参加し、信頼できるプラッ
トフォームの構築、ネットワークセキュリティ強化、産業基盤の統合を目指す。



 2018年、科学技術情報通信部は「BC技術開発戦略」を発表し、6つのパイロットプロジェクト*への投資
を開始。BC企業への減税対策も進める

 2018年10月、ソウル市がBC都市化5ヵ年計画
 2019年7月、釜山市を政府のBC特区に指定
 2020年6月、科学技術情報通信部は「BC技術普及戦略」を発表し、7分野でのBC技術の全面導入を宣言
 2022年までに、分散型アイデンティティ（DID）統合公共プラットフォームを構築などを目指す
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韓 国

coinhubKOREA” South Korea Unveils Blockchain Strategy to Launch Online Voting and Election System by 2022”(2020/07/25)より画像抜粋
https://coinhubkorea.com/south-korea-unveils-blockchain-strategy-to-launch-online-voting-and-election-system-by-2022/

*家畜の生産履歴管理、個人の通関手続、不動産取引、
オンライン投票、国際的な電子文書の配布、海上物流

「BC技術普及戦略」7つの分野 目標

オンライン
投票

利害関係者が開票の結果に直接アクセスできる、BCベースのオンラ
イン投票システムを構築

2022

寄付
資金調達から寄付まで、寄付プロセス全体のデータをBCに保存。寄
付者がモバイルデバイスでトランザクションレポートを閲覧可能に

2022

社会福祉
個人開発口座（IDA）プログラムから開始し、関連省庁の参加を得
て他の福祉給付プログラムに拡大。BCが重複する給付金の支払いを
排除するのに効果的か検証

2023

再生可能
エネルギー

韓国エネルギー庁、韓国電力取引所、従来型発電所、再生可能エネ
ルギー発電所間の取引の透明性を確保するため、入札や契約締結か
ら支払いまで、再生可能エネルギーの取引のすべての段階で適用

2022

金融
韓国のBC開発の規制のないゾーンである釜山のデモンストレーショ
ンプロジェクトを使用し、非接触トランザクションの基盤としてBC
ベースのローカルデジタル通貨を採用

2022

不動産取引
不動産データのデジタル偽造を防止し、不動産データのリアルタイ
ム共有を促進。不動産取引のプロセスを自動化

2024

介護
サービス

セグメント化された顧客サービスシステム（郵便、銀行、保険な
ど）によって引き起こされる不便を減らすため、ポスターサービス
のための統合された顧客管理システムを構築

2023



 2019年7月、BC産業の発展の理想的なエコシステムを作成することを目的に、国家発展委員会、BC業
界、学問・研究機関が共同で、Taiwan Blockchain Alliance (TBA) を設立

 2020年9月、国家発展委員会はスマート政府のマスタープランである Digital Government Program 2.0 
of Taiwan (2021-2025) を発表。デジタル化と“people first”を掲げたデジタルガバナンス推進におい
て、政府の信頼度を高めるためにBCを活用することに言及
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台 湾

(https://ws.ndc.gov.tw/Download.ashx?u=LzAwMS9hZG1pbmlzdHJhdG9yLzExL3JlbGZpbGUvMC8yMDYwL2VjZGFkNTBiLWRiNDUtNGMyOS1hZmE2LTRiZW
EyMWYwOTFlZC5wZGY%3d&n=KFBQVClEaWdpdGFsIEdvdmVybm1lbnQgUHJvZ3JhbSAyLjAgb2YgVGFpd2FuICgyMDIxLTIwMjUpLnBkZg%3d%3d&icon=..pdf)

Digital Government Program 2.0 of 
Taiwan (2021-2025)より一部抜粋

■目標３
革新的なサービスの新時代に向けたテクノロ
ジーアプリケーションの接続

• BC技術によりオンラインで弁護士の身元確
認・資格の有効性を確認できるようにする

（法務省）

• 官と民の間での取引記録をBC技術により記
録。商務省や特許庁、規格基準局、中央地
質調查所、投資委員会といった公的機関と
民間企業・機関の間で交換される情報が公
開され透明性を高めることができる（経済
省）

■基礎的事項
正確で信頼性の高いデジタルインフラストラ
クチャの構築

• データ転送インフラストラクチャとT-
Road*セキュリティをアップグレードし、
政府に対する国民の信頼を高める

• BC技術を利用して、T-Road送信の記録を
保存する

*台湾政府のデジタルデータ連携基盤



 2021年1月、電子情報技術省（MeitY）は、NATIONAL STRATEGY ON BLOCKCHAIN を発表
 National Blockchain APIを用いて、国家レベルでのBC実装フレームワーク構想のもと、金融・医療・保

健・行政サービスやスマートシティ化、情報分析・ PoS、PoV分野の付加価値アップ、既存の電子サービ
スとの統合を目指す
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インド

(https://negd.gov.in/sites/default/files/NationalStrategyBCT_%20Jan2021_final_0.pdf)

センターオブエクセレンス（CoE）を構築し、インド政府、電
子情報技術省及び国家e-Governance局（NeGD）、国家情報
学センター（NIC）、産業界、スタートアップ、インド政府系
シンクタンクなど複数機関による協業により実装を進める



 2020年2月、産業・科学・エネルギー資源省は初のBC国家戦略である National blockchain roadmap 
2020-2025 を発表、12の指標を明記

 2021年2月、1年間の間に12のうち7つの指標を産業界と共に行動に移している現状について発表

29

オーストラリア

(https://www.industry.gov.au/sites/default/files/2020-02/national-blockchain-roadmap.pdf)

(https://www.facebook.com/photo/?fbid=1429687920695659&set=a.212896965708100)

National blockchain roadmap 2020-2025 進捗

① National Blockchain Roadmap Steering Committee
全国BCロードマップ操行委員会を設立

〇

② 産業、研究分野、政府の協調によるWGの設立 〇

③ ロードマップの3つのユースケースを進める 〇

④ 政府のBCユーザーグループの設立 〇

⑤ 効率的な政府サービスの提供にBCを活用している、エストニア等の
国家事例を特定、研究

〇

⑥ Business Research and Innovation Initiative(BRII)プログラム参加 〇

⑦ デジタルテクノロジーに関する管理機能を強化

⑧ BC資格のための共通のフレームワークとコースコンテンツを開発

⑨ 貿易促進庁と協力した、オーストラリアのBCスタートアップのための
開発・グローバル事業展開プログラム

〇

⑩ 貿易促進庁と協力したBCに焦点を当てたインバウンド投資プログラム

⑪ 既存の二国間協定を活用して他国とのBC技術を組み込んだ、パイロッ
トプロジェクト・コラボレーションの検討

⑫ 関連する政府部門と協力して、オーストラリア企業が開発中の新しい
デジタル貿易インフラストラクチャに接続



 1990年代に国家戦略として e-Governance を推進。2001年にデジタル行政の基盤を担うプラットフォー
ムX-Roadを導入

 2007年に国家的なサイバーアタックを受けたことを機に、2008年よりX-Roadを補完する形でKSI（キー
レス署名基盤）BC技術を導入。政府登録情報の整合性検証に使用

 2012年からは、国家データ保護、行政サービス、官民のスマートデバイスの多くに実装されている
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エストニア

(https://e-estonia.com/)

KSIブロックチェーン

あらゆるエストニアの行政サービスの基盤を支える

▶ e-Health Records/電子医療記録、e-
Prescription database/電子処方箋データベース、
e-Banking/電子銀行、e-Law and e-Court 
Systems/電子法律・裁判システム、e-Land 
Registry/電子土地登記、e-Police data/電子警察
データ、 e-Business Register/電子起業登録、監
視・追跡情報システム、政府広報 etc.

※
エストニアに技術を提供しているGuardtime社の
技術は、NATO協調サイバー防衛センターオブエ
クセレンス、EUのIT庁、アメリカ国防省、ロッ
キードマーティン社、エリクソン社などでも使用

【エストニアの年表：政府のe-Estoniaウェブサイトより】



 2019年9月、Blockchain Strategy of the Federal Government を発表し、BC分野におけるドイツ政府の
優先事項を設定。2021年末までに、デジタル行政サービス、証券、金融、卒業証明書などの分野で取り組
みを進めることを明言
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ドイツ

(https://www.bmwi.de/Redaktion/EN/Publikationen/Digitale-Welt/blockchain-strategy.pdf?__blob=publicationFile&v=3)

2021年末を実施目標とする
ドイツ政府のBCアジェンダ

①金融セクター
• 電子証券に関するドイツの法律を開放

• 暗号トークンの法制度化に向け法案を発表

②プロジェクトと

規制のサンドボッ

クスの推進

• 連邦政府主導のBCベースのエネルギー施設の公

開データベースへの接続プロジェクト

• 連邦政府の資金提供による高等教育証明書プロ

ジェクト

• 州の資金提供や主導BCプロジェクト実施の際に

は持続可能性要件を導入

③信頼できるフ

レームワーク

• 連邦政府によるBCとデータ保護の問題について

のラウンドテーブルの開催

④デジタル行政

サービス

• BCベースのデジタルIDの試験運用と適切な実装

の評価

⑤情報提供 • BCに関する連続した対話を実施



 2016年、ツーク州では、公的機関として世界初めてBCでの公共料金支払いを認可
 2018年、経済大臣がスイスを「クリプト国家（Crypto Nation）」にすると宣言し、特に金融業を中心に

国家としてBC技術を活用する方向を目指す
 2019年9月、チューリッヒ証券取引所を運営するSIXがBC技術を用いたSIXデジタル証券取引所（SDX)の

プロトタイプを立ち上げたことを発表。デジタル化された証券を対象にした分散型台帳型・証券保管振替
（CSD・Central Securities Depository）プラットフォームの2021年のオープンを目指す

 2020年9月、分散型台帳技術（DLT）包括法が可決
 2021年2月、分散型台帳技術関連法が施行。証券取引法が改正され、スイスにおけるデジタル証券を新た

な金融アセットとして認可されることになった。法的な所有権はBCを介して証明される
 2021年8月、第二弾分散型台帳技術関連法が施行。破産法が改正され、倒産した企業からデジタル資産を

回収するための法的根拠も備える。またDLT取引施設のライセンスを既存の金融仲介業者以外にも広める
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スイス

• スイスではチューリッヒやツークを中心に、BC関連企業が900以上あり、地域一帯はクリプト・バレーと呼ばれる
• BC技術・人材が集積しており、もともと非中央集権的（分散型）な文化背景があることもふまえ、スイス連邦政府、連邦規制当局、州政府、税

務当局、自主規制機関、スイスBC連盟などの業界団体、民間企業が協調しながらDLT／BC技術のビジネス参入を促進し障壁を取り除くのための
法的枠組を整えながら発展してきている

SWISS BLOCKCHAIN FEDERATION“Crypto Nation Switzerland. Presentation. December 2020” よりスライド抜粋 http://blockchainfederation.ch/wp-content/uploads/2021/08/Crypto-Nation-Switzerland.pdf



 2016年2月、ハムダン皇太子自ら、グローバル・ブロックチェーン・カウンシル（GBC）を設立。IBM、
Cisco、Microsoft、TECOM、エミレーツNBD銀行、ドバイ国際金融センターなど、多様な企業が参加

 2016年10月、Dubai Blockchain Strategy 2020 が発表され、2020年までに適用可能なすべての取引に
BC技術を完全に実装する政府として、地球上で最も幸せな都市にすることを掲げた

 2017年4月、Smart Dubai 2021 を発表。政府の効率性、産業の創造、国際的なリーダーシップという3
つの戦略的柱を掲げる

 2018年には、都市より10年先を行くドバイの政府機関の機能を再構築することを目指す Dubai10X の計
画の中で26のプロジェクトを立ち上げ。BC裁判所、BCベースのパスポート、BCベースの車両管理システ
ムなどに取り組む。ドバイの自由経済区域DMCCは、仮想通貨取引企業に対して個人所得税と法人所得税が
ゼロになるライセンスを発行
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ドバイ

継続的に、金融・教育・不動産・観光・商業・健康・運輸・セキュリティ8つの業界で24のBCプロジェクトを実施。現在ドバイには100以上のBC
企業がある。「世界のBC首都」を掲げるドバイは、Future Blockchain Summitのイベントを2018年より実施、2019年には世界79か国から700
を超える応募があり、1万人が参加。2020年にはGLOBAL BLOCKCHAIN EXPO 2020を実施。UNやWEF等とも共同研究レポートを執筆。

(https://www.smartdubai.ae/docs/default-
source/publications/blockchainstrategyachievements_26-01-2020-
english.pdf?sfvrsn=10f9126e_10)

【2020年1月に政府が発表したBlockchain Strategy 2020の年次レポートより】



 2018年4月、UAE Blockchain Strategy 2021 を発表。2021年までに政府取引の50%をBCプラット
フォームを通じて行うことを目標とし、市民と居住者の幸福、政府の効率性、高度な法律、グローバルアン
トレプレナーシップに焦点を当てた4つの柱を掲げる

 BC技術先進国のドバイの Dubai10X の取り組みをアラブ首長国連邦全体で使えるように段階的に実装
 ドバイ道路運輸局（RTA）は、BC技術を用いた車両のライフサイクル管理システムを開始する計画を発

表。初期段階ではドバイのすべての車両をカバーし、その後アラブ首長国連邦全体の車両をカバーして情報
の統合をする予定

 ドバイ電気水道局（DEWA）は、首長国の電気自動車（EV）に必要なすべてのトランザクションを顧客が
実行できるようにするためのBCシステムを作成

 2021年4月、法務省が提供する認証サービスにBC技術を採用すると発表。デジタルIDパスであるUAE 
PASSを使用し、UAEの内外を問わず、迅速かつ簡単に取引が可能
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アラブ首長国連邦（UAE）

(https://u.ae/en/about-the-uae/uae-future)

※UAEは現在UAE政府ポータルサイトにて、
2117年までの計画を発表している

【UAE政府公式ポータルサイトよりUAEの未来年表（計画）】



 2020年10月、連邦通信デジタル経済省（FMoCDE）と国家情報技術開発庁（NITDA）は共同で National 
Blockchain Adoption Strategy の草案を発表

 BC技術採用のためのロードマップと戦略を概説。連邦政府の全省庁を通じて特に追求すべき戦略的な目標
と具体的なイニシアチブを設定
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ナイジェリア

出典：coinpost「ナイジェリア政府、ブロックチェーンの国家戦略を推進に」著者・幸田直子氏 (2020/10/16) https://coinpost.jp/?p=190939

ビジョン
デジタル経済への移行を実現させるための技術としてBCを活用する

ミッション
• 行政におけるBC技術の採用を推進し、ガバナンスにおける効率性、透明性、説明

責任の向上と、デジタル経済の変革課題における雇用創出の機会を開くこと。
• 戦略の枠組みは、5つの目標と６つの取り組み、そして政府の政策及び規制の枠組

み作りから成り立っている。

戦略目標
• 規制と監督方法の確立
• イノベーションと起業家精神の促進
• バリューチェーンにおける安全性と信頼性、透明性の向上
• 投資機会と雇用創出の促進
• ガバナンス

これらの目標を実現させるイニシアチブとして、以下6つを挙げた。
• ナイジェリア・ブロックチェーン・コンソーシアムの設立
• 規制および法的枠組みの強化
• 国民デジタルIDの枠組みづくり
• BCビジネスのためのインセンティブプログラム
• BCに関する知識と認知度の向上を推進
• 概念実証と試験運用実施のための、公的なBC・サンドボックスの設立

そして、次のような政府の枠組みが、BCの採用の推進を支える。
• 国家デジタル経済戦略と政策（2020−2030）
• 国家IT政策（2012年策定）
• 電子政府マスタープラン
• ナイジェリア・クラウドポリシー（2019年策定）
• 全国ブロードバンド計画（2020−2025）
• データ保護規則（2019年策定)



 2016年9月、BC技術による不動産取引と住宅ローン証書の電子行政サービスの研究開発プロジェクトを開
始。国土調査庁、銀行、 BCスタートアップChromaway、不動産検索ポータル
SvenskFastighetsförmedling、通信会社Telia、テックコンサルKairos Futureといった企業と進める

 2017年8月、国土調査庁（土地登記所）は、ChromaWayのプライベート・BC・ネットワークを利用し、
所有地やビル、建物などの不動産や財産などの登録を開始
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スウェーデン

【BCを活用した土地登記の仕組み】

「不動産登記とBCの現状 スウェーデンにおける先進事例を踏まえて」（月報司法書士 2019.10 ／山田匡人氏）より画像抜粋
http://shiho-shoshi.or.jp/cms/wp-content/uploads/2018/12/201810_05.pdf

• 登記所-買い手-売り手-仲介業者-銀行間のや
り取りにおいて、土地の権利を申し立てる
ためのプロセスは多大で、通常3-6か月かか
るケースもあった

• ファイルストレージ上には、不動産売買価
額、移転日や公開キー等の当事者のコンセ
ンサスを得るのに必要な契約内容に関する
データをハッシュ化したもののみ記録

• 契約手続き段階と登記段階でデータが連動
するような仕組みを構築したスマートコン
トラクトを実現

• 個人は携帯端末から情報にアクセスでき、
プロフェッショナル側は進捗確認等ができ
るユーザーインターフェースを採用

• ChromaWayの技術には、純粋なBCとは異
なり、データ上でパラメータを整理・設定
するようなデータベース機能も含まれてお
り、同じ社会保障番号を持つことも、同じ
不動産を2度売却することも防げる

• BCに記録された情報は国民に開放



 2016年1月、政府科学局は、政策立案・公共領域に分散型技術（DLT）の実装可能性を産官学からなるグ
ループにより調査した資料 Distributed ledger technology: beyond block chain を発表

 2018-2019年、食品基準局（FSA）が食品サプライチェーンにおける透明性の向上のための政府プロジェ
クトの実証実験として、 BC技術によるIDの付与により肉の流通の追跡と食品の安全性確保に活用

 2018年より、土地登記所はBC技術を通じて不動産取引をデジタル化する研究開発プロジェクト Digital
Street に着手

 2020年9月、ビジネス・エネルギー・産業戦略省、安全・基準局が消費財のサプライチェーン管理のDLT
の活用についての調査レポート” The use of distributed ledgers to verify the provenance of goods”を
発表

 2021年4月、中央銀行のイングランド銀行と財務省は、中央銀行デジタル通貨（CBDC）の導入検討のため
のタスクフォースを設立すると発表
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イギリス

(https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/492972/gs-16-1-distributed-ledger-technology.pdf)

(https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/923608/use-distributed-ledgers-verify-provenance-goods.pdf)

(https://www.bankofengland.co.uk/paper/2020/central-bank-digital-currency-opportunities-challenges-and-design-discussion-paper)

[イングランド銀行公式ウェブサイトより]
CBDCには、分散型技術・データ共有・暗号使用・プログラマビリティを組み合わせた
DLTの技術を使用すると説明



 2019年より、教育省、GovTech（技術庁）のもと、初のBCを使用した政府サービスOpencertsを開始。
18教育機関で卒業証書等の証書をBCベースのデジタル証書として発行

 政府の取り組みとして、2016年より決済システムへのBC技術適用による機能強化の研究開発がシンガポー
ル金融管理局のもと Project Ubin として行われ、2020年には国立研究財団から約9.5億円の費用を得て、
Singapore Blockchain Innovation Programme と呼ばれる複数省庁・中央銀行・企業がかかわるプロ
ジェクトを推進
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シンガポール

(https://sbip.sg/)

• Enterprise Singapore（企業庁）、
Infocomm Media Development 
Authority（情報通信開発庁）、National 
Research Foundation Singaporeの3機関
が協力し、シンガポールの中央銀行で金融
規制当局のシンガポール金融管理局の支援
を受ける

• シンガポールのBCエコシステムの強化が
ミッション

• 企業によるBC技術の開発、商業化、採用促
進を目的に、2023年までに75社の企業と
プロジェクトの実装を行うことを目指す

• ローカル企業のBC実装サポートを行い、企
業間のBC人材を増やすこと、次世代のBC
のスケーラビリティとインターオペラビリ
ティの研究にも焦点

Singapore Blockchain Innovation Programme



 2021年6月、米国下院にて「BCイノベーション法」を含む「消費者安全技術法」が可決

 州法では、電子記録やスマートコントラクトを認める複数のBC関連法が施行
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法整備の事例①：アメリカ

アリゾナ州
(2017.3施行)

BCとスマートコントラクトを法的に定義し、BC化されたすべ
てのデータを正式な電子記録とみなす法律

バーモント州
(2017.6施行)

BC化されたデータを法的効力のある正当な記録として法廷で
承認する法律

デラウェア州
(2017.8施行)

州会社法改正により、州内の企業がBC技術を用いて記録管理
や株式の取引を許可する法律

テネシー州
(2018.3施行)

電子取引を行う際のBC技術とスマートコントラクトの法的権
限を認める法律

ワシントン州
(2019.7施行)

BC上で生成された署名とライセンスを法的に認める「分散型
台帳技術（DLT）の法的有効性を認める関連法」

ワイオミング州
(2019.7施行)

統一商法典9条修正法案（W.S. SF0125）を可決、「デジタル
アセット法」として以下の要素を定める
（1）BC資産の定義のベースラインセット（2）BC資産の分類
（3）ワイオミング州統一商法典第8条および第9条における担
保権の完全性と優先順位に関する規定のBC資産への適用関係
（4）BCカストディアンをワイオミング州統一商法典第8条に
基づく証券仲介者として扱うための規則

コロラド州
(2019.8施行)

暗号化されたBCで価値を送付する仮想通貨のデジタルトーク
ンを一定の条件で証券法の制限を免除「デジタルトークン法」

イリノイ州
(2020.1施行)

BC技術に基づいた契約や記録（スマートコントラクト）が法
的に認められる「BC技術法」

• 他にオハイオ州、ノースダコタ州、ネバタ州等の複数州において、BC上の記録
の取り扱い（契約の書面性要件の関係等）に関する立法が存在

• 州レベルではBCを活用した患者の医療データベース・不動産取引など各種実証
実験を進めている

【州法レベルでのBC関連法】

消費者安全技術法（連邦法）

• 米国商務省と連邦取引委員会（FTC）に対し、
貿易や、特に詐欺対策におけるBCの利用につい
ての報告書をまとめることを義務付ける法律

• 以下3つの法律で構成
① 人工知能および消費者製品安全法
② BCイノベーション法
③ デジタルトークン分類法

※「消費者安全技術法」は現在下院を通過し、
今後上院での審議・可決、大統領の署名後に
法律となる

BCイノベーション法

• 正式に法制化された場合、法の制定日から1年以
内に、商取引におけるBC技術の現在および潜在
的な使用、ならびに詐欺やその他の不正および
欺瞞的な行為および慣行を制限するためのBC技
術の潜在的な利点に関する調査を実施

• BCイノベーション法成立により、商務省内に
「BC・センター・オブ・エクセレンス」を形成
することを目指す

【BCイノベーション法】



 2019年2月、BCに関わる業務について規定する「BC情報サービス管理規則」施行

 2020年1月、BCの暗号技術利用の法的根拠を記す「暗号法」施行
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法整備の事例②：中国

「BC情報サービス管理規則」

• BC情報サービス業界に明確に言及した最初の法規で、当該業界を規制する枠組みを定める

• BC情報サービス提供者を、「一般大衆に向けてBC情報サービスを提供する主体あるいはノード、及びBC情報サービスの主体のために技術サ

ポートを提供する機関あるいは組織」 と定め（本規定 2 条）、サービスの提供者だけではなく、技術の提供者も含むものとする

• 他に、本規定は、 BC情報サービス提供者による国家インターネット情報弁公室への届出、 該当するサービスの提供の要件、 提供される情報

の内容の規制等を定める

「暗号法」

• 中国の暗号技術分野における最初の法律で、BCに関連する暗号技術の商用利用に対し法的根拠を提供する

• 「コア暗号」「普通暗号」は国家機密情報保護に利用するもので、国家機密に属するものとし、「商用暗号」は個人や法人が情報やネットワー

クの保護のために利用するものと定義し、その上で商用暗号技術の研究や開発、応用、転化などを踏まえ、関連産業発展を促進すると規定

• 2019年10月、習近平国家主席がBCを国家戦略として推進することを明言した直後に本法律が成立しており、暗号技術分野を国・党の管理の

もとに置くことを法的に明確にすることが、同法策定の最大の目的と言われている

• 2017年に成立したサイバーセキュリティ法が、データの移転に関するルールを定めたものであるのに対し、そのデータの移転・流通を支える

暗号技術についてのルールを定めたのが暗号法との位置づけ

（渥美坂井法律事務所・外国法共同事業イノベーション・プラクティスニュースレター2019 年 11 月 No.INNOV_04 より）

• 2017年ICOによる資金調達が禁止、2018年ビットコインのマイニング企業への優遇処置も停止と、中央銀行がコント

ロールできない暗号資産の規制を強化する一方、国家主導のBC技術推進やデジタル人民元に関する法整備が進められる

• 裁判所でも、2018年に最高裁判所の承認を受けBCを活用した証拠の暗号化が民事事件の判決で導入され、2019年からは

刑事裁判の証拠保全にもBCを導入



 2019年5月、フランス政府よりICO規制に関する条項を含む 「PACTE 法」が施行

 国内の株式市場を監督するAMF（仏金融市場規制当局）が、ICOによる資金調達を目指す企業にライセンス

を付与する権限が与えられ、同時に出資者の利益を保護する法律を整備
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法整備の事例③：フランス

「企業の成長・変革のための行動計画に関する法」（通称「PACTE 法」）

【背景】
• 2018年の初め、ICOおよび類似した電子トークンの販売を管理するための独自のガイドラインを導入
• 2018年6月、フランス政府が経済改革の一環として「企業の成長・変革のための行動計画に関する法案」（通称：PACTE

法案）を閣議決定
• PACTE法の中でフランスは、仮想通貨の資金調達のためのオプションビザ制度を確立、ICOの発行企業が投資に関するリ

スクを含む必要情報の開示を義務付ける（AMFの承認がなくともICOの発行は合法だが、承認により当局のビザが付与さ
れると、勧誘・広告に関する制限が広がる）

• 2019年5月に正式施行、2019年12月フランスで初となるAMFによるICOの申請が承認（半年有効）

【内容】
• 企業（ICO発行企業のみならず、仮想通貨取引所やカストディサービス企業に対しても登録制を設ける）はトークン発行の

前にAMFにライセンスを申請し、提案内容や発行者に関する詳細な情報文書「ホワイトペーパー」を提供する必要がある
• 企業は特定の条件下で、顧客に特定の権利（議決権や配当などの株主の権利を除く）を付与する可能性のあるデジタル資

産を発行することができる
• デジタル資産には、トークンと、分散型台帳テクノロジー（DLTまたはBC）を介して電子的に転送、保存、または交換で

きる交換手段として受け入れられる暗号通貨を含むデジタル登録資産が含まれる
• ICOの開発を促進することを目的としており、STOには適用されず、ユーティリティトークンの発行にのみ適用

【ライセンス付与のステップ】
• フランスで登記された法人が、投資情報・リスク等を明解に記入した「ホワイトペーパー」を作成
• ICOによって調達された資金を監視および保護するための手順、マネーロンダリング・テロ資金供与に関する義務遵守のシ

ステムを確立し、会社情報と共に、AMFに登録
• AMFから正式に承認されると、ビザは6か月間有効



 2020年9月、分散型台帳技術（DLT）包括法（通称DLT Law）が可決

 2021年2月、8月に「分散型台帳技術関連法」が施行、2回に分けて法整備を完了。デジタル証券を新たな

金融アセットとして認可・権利の安全性を強化する法整備
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法整備の事例④：スイス

「分散型台帳技術関連法」（通称「DLT Law」）

【背景】
• FINMA（金融市場監督庁）は2017年12月と2018年2月、ICOに対するガイダンスを制定
• 2019年8月、BC技術を用いた総合暗号資産取引のサービスに、スイスで初めて銀行・証券取引業務のライセンスをFINMA

が与える
• チューリッヒ証券取引所を運営するSIXがBC技術を用いたSIXデジタル証券取引所（SDX)のプロトタイプを立ち上げてお

り、デジタル化された証券を対象にした分散型台帳型・証券保管振替（CSD・Central Securities Depository）プラット
フォームの2021年のオープンを目指している

• この流れの一環で適正な金融取引のための整備として誕生したのが「DLT Law」

【内容】
●第１弾法整備（2021年2月発効）

• アセットトークン等を含む未登録証券（Uncertificated Register Securities）についての法整備
• DLT電子記録簿（DLT-based electronic register）を用いて行使、譲渡されるとの当事者間の合意があり、一定の技術

要件を満たすことが要件（1処分権限、2完全性（integrity）、3透明性、4独立したアクセス）となるが、BCに所有権が
記録されていれば、そのアセットトークンの所有者であることを法的に主張することが可能

●第２弾法整備（2021年8月発効）

• 権利の安定性の向上として破産法が改正され、倒産した企業からデジタル資産を回収するための法的根拠を整備
• デジタル資産は破産の場合の破産財産の一部にはならず、特定の状況下（資産が特定の顧客に割り当てられ、発行されて

いるという要件のもと）では顧客に直接割り当てられることを明確にしている
• また、DLT取引施設（DLT Trading Facilities）のライセンスを既存の金融仲介業者以外にも広め、銀行や取引所を介さず

にデジタル証券の譲渡が可能



 2020年1月「トークンおよびTTサービスプロバイダー法」（TVTG）が施行

 トークンコンテナーモデルのもと、あらゆる種類の資産と権利のトークン化が法的に可能に
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法整備の事例⑤：リヒテンシュタイン

「トークンおよびTTサービスプロバイダー法」（TVTG）

【内容】
• ユーザーを保護し、デジタル法的取引の信頼性を確保するため、信頼できるテクノロジー（TT）サービスプロバイダーに

リヒテンシュタイン金融市場局（FMA）への登録義務と開示義務を設け、リヒテンシュタインに固有のトークン発行の最
小基準を定める

• トークンエコノミーにおける法的根拠・債務者に有利な解放・権利譲渡について明記
• BCとトークン全般に焦点を当て、暗号通貨のみならずTTシステムに焦点を当てる
• あらゆる形式の資産または権利を法的枠組みの中核となるトークンコンテナモデルのもとでトークン化を可能にする

【トークンコンテナモデル】
• トークンはあらゆる種類の権利を保持する機能を備えたコンテナとして機能し、コンテナには、不動産、株式、債券、金、

アクセス権などの資産を表す権利を積み込む（ロード）ことができる*1

• オンラインで表されるものに対する権利をトークン化する当事者が実際にその権利をオフラインで所有していることを保
証する物理バリデーター（physical validator）という役割を設ける*2

• トークン化された既存の権利と、BCベースのシステムに保存されている情報に法的確実性を提供し、権利と資産を一方で
分離し、トークンを技術的に実行することが可能

• 従来の秘密鍵をTTキー、公開鍵をTT識別子と規定し、TTキーは処分の力と権利の両方を備える*3

• 権利を表すトークンを保持しているユーザーが、TTキーを紛失した場合など、トークンにアクセスできなくなった場合の
ガイドラインを提供し、所有権を証明するための訴訟の存在を強調する

Thomas Nägele https://thomas-naegele.medium.com/liechtensteins-tokens-and-tt-service-providers-law-b23574d595f9（“Liechtensteins Tokens and TT Service Providers Law”（2020/7/15）より図抜粋

*3*2*1

https://thomas-naegele.medium.com/liechtensteins-tokens-and-tt-service-providers-law-b23574d595f9
https://thomas-naegele.medium.com/liechtensteins-tokens-and-tt-service-providers-law-b23574d595f9
https://thomas-naegele.medium.com/liechtensteins-tokens-and-tt-service-providers-law-b23574d595f9
https://thomas-naegele.medium.com/liechtensteins-tokens-and-tt-service-providers-law-b23574d595f9
https://thomas-naegele.medium.com/liechtensteins-tokens-and-tt-service-providers-law-b23574d595f9
https://thomas-naegele.medium.com/liechtensteins-tokens-and-tt-service-providers-law-b23574d595f9


コロナ対策への活用①：アメリカ

 米ニューヨーク州は、新型コロナウイルスの検査結果の確認とワクチン証明の公式アプリ「Excelsior 

Pass」を運用。IBM Digital Health Passのシステムを利用し、医療情報を含む個人情報はBCや暗号化によ

り保護されている

 スタジアムでのスポーツや屋内施設の入場等の際に提示を求められるが、開発元のIBMも、読み取って利用

する企業側も個人情報を把握できない仕組みになっている

Excelsior Pass
個人情報＆ワクチン接種・検査記録を登録

• 個人情報・ワクチン接種情報・ PCR/抗原検査陰性

結果は自分で入力。Excelsior Pass Plusは、より詳

細なワクチンの種類情報を登録できる。

• いつでもアプリは削除可能で、詳細情報はアプリ自

体にも保存されないため、一度削除した場合は再度

一から質問に回答する必要。

• NYでは先行してカード・紙の形式でワクチン証明を

使用しているが、オンライン市場でも販売されるな

ど、偽造品が出回ってしまっていることが課題。ア

プリと紐づけることで解決することも狙いの一つ。

• NY州はこのシステムに2.5億円を支払っているとさ

れる。*

Excelsior Pass Plus
個人情報＆詳細なワクチン接種・検査情報を登録

*https://www.usatoday.com/story/news/health/2021/03/26/covid-
vaccine-passports-new-york-first-vaccination-proof-system/6976009002/
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コロナ対策への活用②：シンガポール

 シンガポール政府は、新型コロナウイルスの検査結果の確認とワクチン証明書の発行にBCを活用し、オープ

ンソースで国際的なデジタル規格（HealthCerts）を開発

 「非改ざん性」や「なりすましの防止」といったBCの優位性を活用。個人データはハッシュのみを記録する

ことから保護される。国内移動および海外の入国審査にかかる時間などを短縮

※政府が開発したSingPassを介して、QRコードを含む
デジタル証明書を受け取ることができる

(https://www.developer.tech.gov.sg/technologies/digital-solutions-to-address-covid-19/healthcerts.html#!) 45

Singpass (Singapore Personal Access)
全ての官公庁サイトで共通の個人認証番号と
紐づく公的個人認証サービス・2003年導入
モバイルAppとして保有

＋

TraceTogether
接触追跡アプリ。2020年導入
モバイルアプリもしくはTokenで使用
NFC・QRコード内蔵。

Tokenの
裏側に
QRコード

※ワクチン証明を紐づ
けることができ、提示
が義務付けられた施設
入場の際には
TraceTogetherのNFC
かQRコードをかざす

TraceTogetherの画面より

https://www.developer.tech.gov.sg/technologies/digital-solutions-to-address-covid-19/healthcerts.html


コロナ対策への活用③：韓 国

 韓国政府は、民間ベンチャー企業「BCラボ」と業務提携し、BC技術と分散型ID（DID）技術を活用した電

子ワクチン接種証明を開発

 疾病管理庁が個人キー（Private Key）で署名・暗号化した電子証明書を接種者に発行、公開キー（Public 

Key）のみをBC情報リポジトリに保管する形

 アプリで使用される認証技術は無償で世界中に提供されるとあり、BC活用により海外渡航パスとして利用す

る際のインターオペラビリティ（相互運用性）の確保も目指している

COOV
個人IDに紐づく非接触追跡モバイルアプリに
ワクチン接種証明情報の機能を付加

(https://www.vmnvd.gov.lv/lv/media/7650/download)

46

医療機関が接種情報を記録

疾病管理局が電子証明書を発行

公開キーのみ個人IDに紐づけ
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